
平成２１年第２回（３月）定例会　一般質問通告表
	順
	質　　問　　事　　項
	質 問 者

	１
	１　１月25日から降り続いた大雪による伐倒木に起因する大停電への対応について
⑴　孤立集落への情報伝達について
⑵　災害発生時、市役所本庁の指揮命令と支所、現地本部との関係について
２　新学習指導要領実施に伴う対応について

３　生涯学習、公民館活動の充実には公民館主事、公民館ボランティアの配置が不可欠と思うがどうか。補助金一律カットという手法は住民の反発を招いている。二次評価で委員会を設置して取組んでいるとのことであるが、その結果について
４　大規模地震発生時の被害を最小限に抑えるための住宅耐震診断及び耐震改修について
５　美しく環境にやさしい島づくりを提唱しているが、新エネルギー推進とＥＶ・ｐＨＶ構想について問う
６　新型インフルエンザ、パンデミック対策について

⑴　佐渡地域の体制整備について
⑵　治療薬タミフルとリレンザの備蓄について
７　おけさ柿の販売促進について

８　平成の大合併は周辺地域の衰退を招いた。地域格差を無くすため、市の責任で、地域活性化の核として残すものは残すという市長の英断が必要と思うが、所見について
	金子健治

	２
	１　経済対策

⑴　雇用に頑張っている企業にできる限りの支援策をとれないか
⑵　農林水産物の販売及び観光客の誘致に市長のトップセールスを期待する
⑶　工業品、農林水産品の新商品の開発に努力すべきではないか
⑷　市の公共工事において前倒しの発注に努力するように
２　周辺地域の振興策
○　周辺地域が人口の減少や経済の衰退で疲弊している。地域再生特別室を設けて住民と共に振興策を考えるべきと思うが市長の考えを問う
３　定住対策
⑴　農林水産業の新規就業者の受入れが全国的に進む中で佐渡市の対応が見えてこない。農協や集落と連携して受入れ体制を作る必要があるのではないか
⑵　結婚対策に本腰を入れて対応すべきと思うが、市長はどのように考えているか
４　防災計画
⑴　地震による災害をどこまで想定しているか、孤立状態になった集落への救援活動の計画はどうなっているか
⑵　油の漂着事故などを含めボランティアの受入れ計画はできているのか。支援の車両及びボランティアの輸送について佐渡汽船との協定はできているのか
	若林直樹

	２
	５　人事の適正化

○　１年での配属転換が多く適正配置がされているとは思えない。適材適所と職員のやる気を起こす人事をすべきと思うが、市長はどのように考えているか

６　こども農山漁村交流プロジェクト
○　今後学校の受入れができれば、佐渡の宣伝になり経済効果も期待できる。しっかりとした受入れ体制を作る必要がある。どこまで進んでいるか
７　棚田サミットの開催

○　佐渡市でも棚田の復活への取組みが進んでいる。毎年開かれている全国棚田サミットの佐渡での開催へ手を上げたらどうか

８　省エネルギー電球への交換

○　佐渡市が持つ施設の中で使用頻度の高い施設について部屋の白熱電球を蛍光灯に交換すれば電気料金の節約になると思うがどうか
	若林直樹

	３
	１　38年ぶりに60万人を割込み危機的状況に陥った佐渡観光に挽回策はあるのか、観光振興に対する佐渡市の取組みを問う
⑴　市長は昨年来、新年度の佐渡観光について「トキ放鳥」「佐渡金銀山の世界遺産登録運動」に加えて「トキめき新潟国体」開催等の効果で幾分楽観的な発言をしていたように思うが、世界不況の中でその見通しに変わりないか
⑵　新年度予算案に盛り込まれている「おけさの国復興事業」とは具体的にどのような事業なのか。また、そのねらいはどこにあるのか
⑶　各イベントの開催、観光推進に向けた各会議等はもちろん重要な戦略ではあるが、それにも増して佐渡を訪れた方々に対する佐渡市の官民一体となった「迎える心」「もてなしの心」こそが、次から次への誘客に繋がると確信するが、その啓蒙活動を推進する考えがあるか
⑷　営業休止となっている「佐渡能楽の里」について、来たる観光シーズンに向けて、その後の運営策に動きがあるのか
２　両津南北両埠頭周辺及び島内各地の表示板等の再点検について
○　島の表玄関である南埠頭周辺の観光案内表示板や災害時の避難経路を示す案内板に不適当なものがあり、市民から改善を求める声が多い。また、島内各観光地の表示板等についても再点検の必要があると思うが、善処を求める
３　北埠頭に計画している観光インフォメーション施設について
　○　計画の概要を問う
４　再び企業公告入り封筒について
⑴　その後の進捗状況を問う
⑵　進まないとすれば、その理由は何か
５　島文化の発信源「佐渡市展」について
○　展覧会の質的向上のため開催会場の固定化を検討すべきと思うが、その見解を問う
	松本正勝

	４
	１　高野市政６年目にあたり合併の検証が必要
⑴　市報「さど」１月号の市長と議長の年頭挨拶について、市民はどちらを理解すべきか
⑵　島民に示した合併ビジョンとは一体何だったのか。再見直しをするのか
⑶　合併責任と反省・謝罪（成功か）市民へどう説明をするのか
⑷　選択は正しかったのか。国に騙されたと言えるのか
⑸　市長は均衡ある発展を今も約束するのか。国仲・両津・相川・南部の将来は
⑹　組織のシンプル化で無駄を省き、肩書きに責任を持たせるべき
２　行政手法の疑問点から
⑴　緊急経済対策について
①　政府の定額給付金の経済効果を市長としてどう受取るか
②　国へ定額給付金の目的別使用を求めるべき（医療、福祉、教育等へ充当）
③　地元商店活性化に限定のプレミアム商品券の追加発行をすべき
⑵　産業振興、企業誘致の矛盾から
①　全てに数値目標が必要（観光客、認証米、和牛、椎茸、竹、木材、漁獲高等は）
②　企業誘致で350人雇用計画の裏付けはあるのか
③　縦割り行政は認めず。産業振興と宅地課税(牛舎)の矛盾を即中止せよ
⑶　アマチュア美術館の指定管理内容は無能行政の証明、おぎの湯方式を取れ
⑷　防犯灯の地域（町内）負担中止とオフトークの廃止延期を確認
３　医療行政の多くの問題点から
⑴　公立病院改革ガイドラインと公営企業法の全適立直し計画は無効にせよ
⑵　小規模市立病院を２つ経営する意義は何か
⑶　小病院の医師確保は困難、病院医師は複数形で効を成すと理解しているか
⑷　執行部も議会も「どうする佐渡の医療」が議論されていないのはなぜか
⑸　新設の佐渡総合病院は、名称を「佐渡総合医療センター」にすべきだ
⑹　透析治療センターの増設（病床）、新設計画があるのか
⑺　休日診療所の運営方針を変更して、民間病院へ依頼すべき
	村川四郎

	５
	１　前例なき公職選挙法違反と政治家の姿勢に警鐘を鳴らす
○　公職選挙法第147条の２違反と、同法第178条違反の法的処分が今後にもたらす影響について
２　佐渡市の弱点は政策的チームワークの欠如にある
⑴　佐渡市が全国に発信した「廃食油燃料」事業の行政的評価を環境と共生する島としてどう見ているか

⑵　トキとの共生で「朱鷺認証米」を「環境米のブランド化」で販売戦略として進めているが、「米政策改革大綱」との矛盾が解消できないのはなぜか
	加賀博昭

	５
	⑶　佐渡総合病院移転新築事業補助金２億円を30億円の一部として新規予算で計上しながら、相川、すこやか両津、両津病院の財政支援２億8,170万円について一行の説明もないのは、自らの病院経営に責任をもたない姿勢の現れである

⑷　佐渡‐羽田便の開設の検討は佐渡が平成15年10月10日の閣議決定で保障されている「社会資本整備重点計画」の「佐渡（離島）空港整備」の一部対応であるとの認識が必要である

３　地方分権時代の行政通達に対する地方の対処について

⑴　厚労省の介護判断基準の変更等について

⑵　昭和51年９月１日付、建設省事務次官通達723号「補助事業等土木請負工事費積算基準」（細目）と、市の発注工事で徹底すべき事項について
	加賀博昭

	６
	１　昨年９月議会で、地域興しは地場産業の育成からとの趣旨で、食品製造業に関する質問をしたが、納得できる答弁が得られなかった。以来、半年を経過して、改めて質問する
⑴　食品製造業の資料について、新潟県の統計はあるが、佐渡市としては出荷額と事業所数のみ把握しているとの回答であった。このことをどのように考えるか
⑵　出荷額35億9,516万円（平成18年工業統計）の食料品製造業は、市内の店舗でおよそ何％を占めていると見るか

⑶　本土の業者としたたかに戦っているということは、伝統とノウハウがあるということである。このことをどのように考えるか

⑷　佐渡産牛乳は、出荷額の33.9％余りが本土へ出荷されている。この現状は何が原因か。運賃負担はあるのか。対策はないのか

⑸　38事業所456人といわれる業界に、どのような支援を考えているのか

⑹　きのこ・しいたけ栽培支援事業とは、どのような事業なのか
２　市発注事業の木造建物については、柱材、造作材に島内産材・佐渡杉ブランドの全量使用を目指すとあるが、佐渡の木である「あてび」の使用をどのように考えているのか
３　原生林のことで広く市民の意見を２回聞いているが、大勢はどのような意見であったのか、また市はどのような方針で臨むのか
	浜田正敏


	７
	◎　農林水産業問題について
⑴　米の生産調整の対応について
①　石破農水大臣が選択制による生産調整の考えを示したが、今後この考え方が導入される可能性がある。問題点は何か

②　平成21年産米の生産調整面積は大幅に増加された。集落においては強制力のない生産調整を推進員によって実施するよう求められている。今後さらに増加され未達成になった場合、非協力者の扱いをどうするか
⑵　米の販売促進について
①　現在ＪＡの米の販売は委託販売である。今後は系統販売から自力による販売が必要である。そのためには現在の委託販売から買取り販売への切替えが必要であるが、その問題点は何か
	中村剛一

	７
	②　佐渡産コシヒカリは売残りが発生し、生産調整面積の上積みが行われた。一方、県内の中食・内食業者による県外産米指向が続いている。これらを新潟県産米に置換えるためにはコシヒカリより安い米の生産が必要である。スムーズに「こしいぶき」への転換を図る方策は

⑶　地産地消問題とフードマイレージ・緑提灯について

①　地産地消が注目され、環境問題からフードマイレージが叫ばれている。この考えの終局には自給率の向上がある。さらに積極的な取組みが必要である。問題点は何か

②　佐渡産食材を使用する飲食店に掲げる緑提灯は、観光客に佐渡観光の独自性を発信し差別化を図る絶好の方法である。島民の協力を得て拡大することが必要である。その考えがあるか
⑷　戸別所得保障について
・　農業のグローバル化が進んでいる。小規模農業である日本農業は「戸別所得保障制度」の導入でしか守れないと考えるがどうか
	中村剛一


	 ８
	◎　施政方針から
⑴　商工業の振興について
中心市街地の活性化対策として空き店舗の有効活用や各種イベントと連携した交流事業等地域の特性を活かした商店街づくりを引き続き支援するとある
①　昨年後半に金井地区にドラッグマックスの大型店出店申請が提出されたが、既存商店街への情報開示や行政指導はどのようにしたか
②　セーブオンの増設やドラッグマックスの進出で既存店への影響が懸念される。周辺地域への環境変化や道路アクセス面での対応は
③　既存店の販売不振から法人税や事業収益の減で市税や固定資産税の減収が目立つが、その影響はどのように捉えているのか

⑵　子育て支援について

本年度「次世代育成支援後期行動計画」を策定し行政や関係機関と市民が一体となった次世代を担う子どもたちの育成を進めるとある
①　前期計画の数値目標や年次計画が中途半端であるが、進捗状況は

②　夜間保育（託児所）の進捗状況について
⑶　医療体制の充実について

公立病院改革プランに沿った経営の健全化を目指すとある
・　同プランにおいて看護師10人程度の採用が必要条件とされているが、現状の段階で採用が可能と考えるか
⑷　効果的・効率的な行政運営について
支所を窓口業務に特化した行政サービスセンターへの移行等出先機関の見直しを図るとある
①　支所として残る両津支所のみが市民課、産業振興課、建設課と３課体制であるがそれはなぜか
②　窓口サービスに特化される行政サービスセンターの職員訓練は十分か
⑸　職員の育成について
	廣瀬　擁

	８
	職員一人ひとりに目標を持たせ勤務意欲を向上させる人事考課制度によって人事管理を行っていくとある

①　人事考課制度が公平に機能していると考えるか

②　職員配置（管理職）の能力差で職員がやる気を喪失し、有能な若手が辞めていく事例があるが、その不満を十分把握しているのか
	廣瀬　擁

	９
	１　平成21年度施政方針及び予算案について
⑴　市長の選挙公約が実現されている事業があるか

⑵　「二つの宝物」を活かした産業振興策に配分した金額と予算に占める割合、投資効果あるいは経済効果をどの程度見込んでいるか

⑶　予算全体の中での義務的経費の割合と金額、また一般会計から特別会計や企業会計に繰出している金額と割合。経常収支比率は何％か

⑷　⑴～⑶の結果として、重点事業に充てられる予算額と７項目への配分割合と金額を示せ

⑸　以下、各重点事業の内容について問う
①　施政方針【1】- (1) 事業の全体計画と総事業費、進捗度を示せ
②　施政方針【1】- (3) 残すべき景観の具体例を示せ
③　施政方針【1】- (5) 移転新築予定の金井小学校に太陽光発電等、新エネルギーを導入する考えはないか
④　施政方針【2】- (1) EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(と),屠)殺場が必要ではないか
⑤　施政方針【2】- (2) 予定している市発注事業があるのか
⑥　施政方針【2】- (3) 加茂湖の再開発を期してもう一本海水導入河川を設けたらどうか
⑦　施政方針【3】- (2) 中央図書館の移転拡充（生涯学習センターや伝統文化研究所を付設）の考えはないか
⑧　施政方針【4】- (1) 佐渡-羽田直行便の実現戦略を問う
⑨　施政方針【5】- (3) 医療体制確保推進事業(204,699千円)の内訳を示せ
⑩　施政方針【6】- (1) 出会いサポート事業の有効性を問う。「2035年４万人を切る予測」の根拠を問う
⑪　施政方針【7】- (1) 遊撃隊の創設を検討したか
⑫　施政方針【7】- (2) 係長試験制度を導入しないのか
	田中文夫

	10
	１　平成21年度施政方針と「元気になる島づくり2009」の当初予算案・概要について
⑴　環境と共生するまちづくりについて
①　環境意識の向上について市民への周知と施策を具体的に問う

②　新エネルギーの促進について施策を具体的に問う
⑵　豊かな暮らし、魅力と活力のあるまちづくりについて
①　林業・水産業の振興施策について具体的な取組みを問う

②　地産地消の施策について具体的な取組みと市民への周知を問う
⑶　住民主役で、ふれあいとにぎわいのまちづくりについて
①　定住の促進に示されている結婚促進の具体的な施策を問う

②　協働での地域再生について具体的に問う
	本間千佳子

	10
	⑷　スリムで効率的な行財政のまちづくりについて
①　効果的・効率的な行政運営について具体的な施策を問う

②　職員の育成について具体的に問う
２　地域活性化・生活対策臨時交付金について

佐渡市12億７千355万円の計画を問う
	本間千佳子

	11
	１　小佐渡地域の積雪被害への対応について
⑴　対策本部の設置について
⑵　各課や業者との連携について
⑶　情報の伝達と現地調査について
⑷　林業被害の状況について
⑸　伐倒木の除去について
⑹　今回の災害対応をどう総括したか
２　トキめき新潟国体の準備状況とスポーツ振興について
⑴　地元スタッフ、ボランティアは確保できたか
⑵　選手団、役員、応援団などの来客の受入れ体制は万全か（交通・宿泊・観光案内）
⑶　試合会場への観客の動員策は
⑷　国体の成果を今後のスポーツ振興にどう活かすのか
⑸　スポーツ施設の整備計画はどうなっているか
３　景気対策について
⑴　プレミアム商品券について
⑵　融資制度について
⑶　雇用確保のための方策は
４　各種検診と福祉について
⑴　特定検診と保健指導、疾病予防について
⑵　在宅介護者への援助について
５　柏崎刈羽原子力発電所の運転再開について
	金田淳一

	12
	１　佐渡市の経済状況の把握と対策について

○　現在の佐渡市は深刻な不況下にあり、経験をしたことのないような冷え込んだ状態が続いている。この緊急事態にどのように対処していくのか。新年度予算にどのように反映させているのか

２　佐渡市における職員の処遇、給与、勤務体系の抜本的な見直しの必要性について

⑴　適正人員と配置並びに行政のスピード感と停滞なき対応について
・　新年度の職員配置をどのように考慮するか
⑵　官民の所得格差ギャップをどのように捉えているかを問う。また、その解決策を問う

３　観光行政について
佐渡市の地域活性化とまちづくりについてどのような経緯で進め、今後どのようにして効果を挙げようとするのか
４　佐渡奉行所における雨漏り、漆喰壁のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(はく),剥)離問題について
	大桃一浩

	12
	○　これまでの経緯、今後の対応を問う
５　交通網整備について（佐渡航路問題について）

○　佐渡島民にとってもっとも重要なことは佐渡航路の安定的運営・運行であるが、どのような対応を今後考えているのか。また、島内における客の足の確保、島外客の声をどのように感じているのか
６　学校統合について

○　学校統合の進捗状況、今後の進め方について問う

７　世界文化遺産登録について

○　佐渡市の今後の取組み、民間支援の方策を問う
	大桃一浩
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	１　21年度の予算編成について

⑴　当初予算は何を目指した編成か
⑵　スリムで効率的な行財政のまちづくりとあるが、支所などの機構の再編は見られるものの、職員の活用が具体的でない。機構の再編で本庁に集まった職員の活用の方法について尋ねる
⑶　私から見て余剰人員がいると思うが、指定管理を進めることで二重の負担になっていないか

２　佐渡の福祉と医療の問題点（１月末現在）
⑴　島内の特別養護老人ホームの定員と入所状況
⑵　島内の老人保健施設の定員と短期･長期入所の状況
⑶　島内の療養型病床の利用状況
⑷　島内の養護老人ホームの入所状況
⑸　島内の軽費老人ホームの入所状況
⑹　島内のグループホームの入所状況
⑺　島内のデイサービスセンターの活用状況
⑻　島内の施設入所待ちの人数

⑼　社会福祉協議会と島内福祉事業との、従事者数及び所得についての対比
３　島民が求める医療について

⑴　佐渡総合病院の改築と問題点

⑵　佐渡総合病院の改築計画の全容と医療計画について確認しているのか

⑶　佐渡市の佐渡総合病院への支援は島民が安心できる医療体制整備の一環であるが、佐渡総合病院と地域医療体系について連携協議しているか

⑷　公立病院改革プランと問題点について

４　定額給付金支給についての問題点
⑴　麻生首相は自分の発言に縛られて定額給付金を受取れないようであるが、市長はどう対応をするのか
⑵　受取らない人が出た場合、余剰金は佐渡市に残るのか。国に返すのか

５　佐渡市と自治基本条例について
⑴　総合計画において「文化の薫るおけさの島」「人情と優しさのあふれる島」「トキの舞う美しい島」「働く汗の光る島」「笑顔と長寿の明るい島」「充実した生活基盤」「魅力ある就業環境」「人が輝く交流促進」を謳っているが、その実現に向けた具体的な実施事業と目指す成果について尋ねる
	祝　優雄

	13
	⑵　憲法第94条に基づき自治体の憲法ともいえる「自治基本条例」を定め、総合計画を制定して「基本構想」「都市計画」「実施計画」と進めるべきと考えるが、「自治基本条例」制定の考えは無いか

⑶　先の議会で提案した「佐渡市地産地消条例」制定の意思と佐渡市の現在の食料自給率は何％か

６　行財政と組織改革

⑴　機構・財政・職員意識についてこれまで案を示して改革を求めてきたが、変化を体感したことが無い。未曾有といわれる経済状況の中で具体的に何を求めて改革を進めるのか

⑵　人材を民間から登用する意思があるか
⑶　佐渡市職員と民間の所得対比

⑷　勤勉手当支給の趣旨と根拠。該当する職員は何人か
⑸　私の提案は給与の総額制及びワークシェアリングの併用だが、執行部の行財政改革議論の中で検討をしたのか

７　小・中学校・保育園統合の進捗状況

⑴　佐渡市の短・中・長期の教育基本方針について尋ねる
⑵　小中連携校として存続させる４校は存続だけが目的なのか。統合で目指すべき教育目標、教育方針について尋ねる
⑶　保育園統合の現状と統合への問題点

８　税収について

⑴　経済不況対策と今後の税収の方向をどのように捉えているのか

⑵　現在の税と料の滞納状況、傾向及び徴収方法

⑶　ネットオークションで物件販売を始めたが、その状況について尋ねる
	祝　優雄

	14
	１　市民の命と暮らし・健康を守る対策について
⑴　高齢者・市民対策事業について

①　高齢者の生活実態や様々な問題を把握するため、「高齢者の医療・介護・生活実態調査」や「暮らしについての市民意識調査」を実施する必要があるのではないか

②　ひとり暮らし高齢者に対して７事業を行っているが、事業名、対象者、サービス内容、利用状況について問う
⑵　佐渡市の健康づくりサービスに対する基本的な考え方について問う
⑶　子育て支援・乳幼児健診について

①　子育て支援についてきめ細やかなサービスを実施するために、地区別・生活圏の枠で健診できるよう会場の改善を求める

②　共働き世帯などが休日に乳幼児健診や保健指導などを受けられる制度を設けるべきではないか

⑷　胸部レントゲン検診会場について

①　検診会場が大幅に減らされ市民が困っているが、平成20年６月議会において執行部は「利便性の高い検診ができるように見直しをしていく」「会場を増やすことを検討する」との答弁であった。その検討結果について問う
	中村良夫

	14
	②　平成21年度当初予算との関係について問う

③　市民の立場に立って検討し、十分声を聞いたのかどうか
⑸　平成21年度の狂犬病予防注射の会場数及び基本的な考え方について問う

２　市民の安全を守る対策について

⑴　街灯について（防犯灯と道路照明）

①　市民の安全を守る基本的な考え方について問う

②　管理者の業務内容について問う

③　各地区・各地域別の街灯数について問う

④　平成16～20年度における各年度の電気料と修理費について問う

⑤　平成21年度当初予算との関係について問う

⑥　電気料について東北電力との契約内容はどのようになっているのか

⑦　18Ｗ・20Ｗランプなど統一基準を設けているのか

⑵　防犯灯修理費用の地元負担について

①　地元負担とした理由について問う

②　内部で地元負担にならないよう検討したのか

③　市民への回覧文書と一方的に押付けるやり方について問う

④　市民への協力などはルールづくりが必要ではないか

⑤　地元負担について市民からの意見、問い合わせ、要望書についての内容と取扱いについてどのように考えているのか

⑥　地元負担になると問題が出てくると考えられるが、修理費用も含めて、業者・地域に基準などを設ける考えはあるのか

⑦　地元負担増は、いつ、どこで決まるのか
	中村良夫

	15
	１　職員の給与と労働の形態について
⑴　能力・職責・業績を反映した給与体系とすべきと考えるが

⑵　市と民間の給与格差をどのように考えているか

⑶　改めて問う。職員のワークシェアリングを導入すべきと考えるが

２　新たに水道の給水を受ける配水管工事負担金の軽減はできないか

３　佐渡市の農業の展望と振興策は

⑴　農業基本条例を制定すべきと考えるが

⑵　佐渡を「ラムサール条約」の候補地として申請すべきである

⑶　バイオマス資源の循環事業に取組むべきと考えるが

⑷　Ｉ・Ｊ・Ｕターン者へのサポート策は
	川上龍一

	16
	１　合併の検証と今後の運営
２　行財政改革

⑴　人件費（保育所・給食業務・官民格差等）

⑵　行政組織改革

管理型組織から経営型組織へ（部長制廃止、フラット化・グループ制導入等）

３　農業振興

米飯給食、農産物船運賃補助、減反政策、戸別所得補償制度等

４　姫津集落の字の名称変更問題
	近藤和義
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